
 

 

岩手県広域的予防接種事業実施要領 

 

第１ 目 的 

予防接種法（昭和23年法律第68号。以下「法」という。）に基づき市町村長が実施す

る定期予防接種について、被接種者の住所地のある市町村（以下「住所地市町村」と

いう。）が個別に契約している医療機関以外の県内及び県外に所在する医療機関での

接種（以下「広域的予防接種」という。）を円滑に受けることができる体制を整備する

ことにより、予防接種の推進を図り、地域住民の健康の増進に寄与することを目的と

する。 

 

第２ 構成機関 

本事業の構成機関は、県内各市町村、一般社団法人岩手県医師会（以下「県医師会」

という。）及び各郡市医師会、岩手県医療局（以下「県医療局」という。）、広域的予防

接種に協力することを承諾した医師（以下「協力医師」という。）が所属する医療機関

（以下「協力医療機関」という。）及び岩手県保健福祉部医療政策室（以下「県医療政

策室」という。）とする。 

なお、県医師会の会長は本事業の全体を統括し、県医師会は本事業に参加する全て

の協力医療機関のリスト作成、協力医師に係る承諾書の管理及び接種料金表一覧の作

成等を行う。 

また、本要領による事業の推進において必要な関係機関間の連絡調整は、県医療政

策室が担当する。 

 

第３ 対象者 

本事業の対象者は、定期の予防接種の対象者のうち次のいずれかに該当し、広域的

予防接種を希望する者とする。 

１ Ａ類疾病に係る定期予防接種（以下「Ａ類接種」という。）に係る対象者 

(１) かかりつけ医又は主治医が住所地市町村外にいる者 

(２) 母親の出産や施設入所等の理由により、住所地市町村外に長期滞在してい

る者 

(３) その他やむを得ない事情により、住所地市町村で定期の予防接種を受ける

ことが困難な者 

(４) 上記(１)から(３)以外で、住所地市町村長の判断により本事業の対象とす

る者 

２ Ｂ類疾病に係る定期予防接種（以下「Ｂ類接種」という。）に係る対象者 

(１) Ｂ類接種の対象者 

 



 

 

第４ 対象予防接種 

本事業の対象予防接種は、予防接種法第２条に規定されるＡ類疾病（痘そうは除く。）

及びＢ類疾病の予防に有効である定期の予防接種とする。 

ただし、医療機関は、これらのうち事業の対象を個別に定めることができる。 

 

第５ Ａ類接種に係る接種手続 

１ Ａ類接種の対象者のうち、広域的予防接種希望者（以下「接種希望者」という。）

は、住所地市町村の予防接種担当部署に対し、住所地市町村外での接種を希望す

る旨について、来所又は郵送等により各年度に１度、「岩手県広域的予防接種申

請書」（別紙様式１。以下「申請書」という。）を提出して事前に申請する。 

なお、平成10年9月25日付け保衛第1142号岩手県保健福祉部長通知「広域的な

予防接種の実施体制について」（平成19年9月14日改訂）に基づく広域的な予防接

種を既に実施しており、現在電話等による受付のみで対応している場合など、各

市町村がその責任の下、広域接種について管理可能であると判断する場合、申請

書の提出は求めない取扱いとすることができる。 

２ 住所地市町村は、接種希望者から申請があった場合、接種希望者の住所、氏名、

生年月日等により自市町村の定期予防接種対象者であることを確認し、広域的予

防接種を希望する理由等を確認する。 

広域的予防接種の対象者に該当すると認められた場合、住所地市町村は、「広

域接種番号」を記載した「岩手県広域接種パスポート」（別紙様式２。以下「広域

接種パスポート」という。）を発行し、Ａ類接種対象者に手交又は郵送するととも

に、接種手続について十分説明し、正しい予防接種の実施について指導する。 

なお、里帰り出産等により年度を超えて滞在するなど、申請理由が翌年度も継

続的に適用されると判断される場合、住所地市町村の判断により、一回の申請で

当該年度及び次年度の広域接種パスポートを発行するなど、住民の利便性に配慮

した取扱いができる。 

また、本事業における「広域接種パスポート」は、住所地市町村長から協力医

師への定期予防接種実施に係る「依頼書」として取り扱うため、発行に際しては

偽造防止に留意する。 

３ Ａ類接種対象者は、協力医療機関に電話等で予約の申込みを行う。 

４ 協力医療機関は、対象者から申込みがあった場合、住所地市町村が発行した「広

域接種パスポート（広域接種番号）」の有無を確認する。これにより、対象者であ

ると確認された場合に予約を受け付け、住所、氏名、生年月日、希望する予防接

種の種類等の必要事項を聞き取る。 

５ Ａ類接種対象者は、接種の際、「母子健康手帳」（対象者が15歳以上の場合はこ

れに代えて「健康保険証」とすることができる。）（以下「母子健康手帳等」とい



 

 

う。）に加え、住所地市町村が発行した「予診票」及び「広域接種パスポート」を

医療機関に提示する。 

その際、Ａ類接種対象者は、「予診票」右上の記入欄（記入欄がない場合は右上

の欄外余白）に「広域接種パスポート」に記載された９桁の「広域接種番号」を

記入する。 

６ 協力医療機関は、接種当日、「母子健康手帳等」及び「広域接種パスポート」に

より本人確認並びに予防接種の記録等を確認して、申し出のあった予防接種の実

施の適否や他の予防接種との接種間隔等接種スケジュールの確認を行うほか、不

明な点や接種の実施に関し疑義が生じた場合は、協力医療機関から住所地市町村

に電話で確認した上で接種を行うなど、予防接種事故等の防止のための対応を徹

底する。 

また、協力医療機関は、必要事項確認後、「広域接種パスポート」を対象者に返

却する。 

７ 協力医師は、接種実施後、原則、母子健康手帳に接種記録を記載する。これが

できない場合、予防接種済証に必要事項を記載する。 

協力医師は、接種の実施に際し法に基づき適切に行うとともに、６に示した対

象者に係る接種スケジュールの確認等、協力医療機関と協力して予防接種事故等

の防止に努める。 

８ 住所地市町村は、協力医療機関から接種報告（予診票の提出）を受け、対象者

に係る定期予防接種の実施状況を把握し、必要に応じて指導を行う。 

９ 上記のほか、住所地市町村は、接種希望者から追加で確認又は情報収集等を行

う必要があると判断した場合、それぞれ独自に確認項目等を追加し、申請書の様

式を修正するなどの対応を取ることができる。 

10 住所地市町村は、紛失、棄損等によりＡ類接種対象者から「広域接種パスポー

ト」再発行の申し出があった場合は、「広域接種パスポート」の再発行を行う。こ

の再発行に必要な手続等は、住所地市町村が定める。 

11 「広域接種パスポート」は、原則、対象年度の末日まで有効とする。 

ただし、Ａ類接種対象者が他の市町村に転出した場合、取得済みの広域接種パ

スポートは無効となり、対象者は、発行元の市町村に広域接種パスポートを返還

するものとする。 

なお、Ａ類接種対象者の母親が里帰り出産を終えて自宅に戻るなど、有効期限

内において第３に示した本事業対象者の要件に該当しなくなった場合、住所地市

町村は、本事業対象者の要件に該当しなくなった者に広域接種パスポートの返還

を求めることができる。 

第５の２ Ｂ類接種に係る接種手続 

１ 住所地市町村は、Ｂ類接種の対象者に対し、広報や通知等、通常の定期予防接



 

 

種の対応を行う。 

２ 住所地市町村は、Ｂ類接種対象者に対し、原則、他の市町村に所在する協力医

療機関での接種を認めることとし、「岩手県高齢者広域接種受診票」（別紙様式２

の２）又はこれと同等の機能を有する受診券等（以下「高齢者広域接種受診票」

という。）を発行し、Ｂ類接種対象者に交付する。 

この発行や交付の具体的な方法等は、住所地市町村が定める。 

また、高齢者施設等において同一市町村の対象者が複数在籍する等の場合は、

一覧表形式とした「岩手県高齢者広域接種受診票（一覧型）」（別紙様式２の３）

を使用できる。 

なお、高齢者広域接種において広域接種番号は原則使用せず、付番の必要はな

い。 

３ Ｂ類接種対象者は、協力医療機関において予約等、通常の受診手続を行う。 

４ Ｂ類接種対象者は、接種の際、健康保険証や運転免許証等の現住所を確認でき

る本人確認書類及び住所地市町村が発行した「高齢者広域接種受診票」のほか、

当該市町村から指示があった場合、関係書類等を協力医療機関で提示する。 

５ 住所地市町村は、負担軽減措置の適用に関し、関係書類の収受や自己申告の確

認等、住所地市町村が定める事項について協力医療機関へ依頼する事項がある場

合、「高齢者広域接種受診票」にその旨を記載して対象者に交付し、協力医療機関

は、この内容を確認し対応する。 

なお、負担軽減措置について対象者の現在の状況と「高齢者広域接種受診票」

の記載内容が異なる場合や、当該受診票に負担軽減措置の区分に係る記載がなさ

れていない等、対象者から申し出があった場合、住所地市町村は、「高齢者広域接

種受診票」の記載内容を訂正する、当該措置に該当することを証する書類を発行

し交付する等、必要な対応を行う。 

これらの対応に係る必要な手続等は、各市町村が定める。 

６ 協力医療機関は、接種当日、健康保険証又は運転免許証等及び「高齢者広域接

種受診票」により本人確認を行い、申し出のあった予防接種の実施の適否の確認

を行うほか、不明な点や接種の実施に関し疑義が生じた場合は、協力医療機関か

ら住所地市町村に電話で確認した上で接種を行うなど、予防接種事故等の防止の

ための対応を徹底する。 

７ Ｂ類接種対象者は、協力医師の診察の結果、接種が可能と判断され、説明を受

けた後、自らの意思で予防接種を受けることを示すため、予診票下部に設けた「予

防接種希望書」に記入し署名する。 

８ 協力医師は、接種実施後、予診票及び予防接種済証（別紙様式２の４又は予防

接種法施行規則に基づく当該様式の内容が備わったもの。）に必要事項を記載す

る。 



 

 

協力医師は、接種の実施に際し予防接種法に基づき適切に行うとともに、協力

医療機関と協力して予防接種事故等の防止に努める。 

９ 住所地市町村は、協力医療機関から接種報告（予診票、高齢者広域接種受診票

及び実施報告書兼請求書の提出）を受け、Ｂ類接種対象者に予防接種済証を交付

する。 

10 住所地市町村は、紛失、棄損等によりＢ類接種対象者から「高齢者広域接種受

診票」再発行の申し出があった場合は、「高齢者広域接種受診票」の再発行を行

う。この再発行に必要な手続等は、住所地市町村が定める。 

11 「高齢者広域接種受診票」の有効期限又は予防接種の種類ごとに設定する実施

期間（公費助成期間）は、券面に記載のとおりとする。 

なお、Ｂ類接種対象者が他の市町村に転出した場合や有効期限が超過した場合、

交付済みの高齢者広域接種受診票は無効となり、接種費用は全額自己負担となる。 

 

第６ Ａ類接種に係る予診票並びに接種当日持参する書類等 

１ Ａ類接種において、住所地市町村は、予診票を作成し、その他の必要書類とと

もにＡ類接種対象者に交付する。Ａ類接種対象者は、予診票、母子健康手帳等及

び広域接種パスポートを持参しない場合は、本事業による接種（費用助成）を受

けることができない。 

２ 予診票は、当面、住所地市町村の既存の様式の使用を認めるが、各市町村は、

岩手県及び県医師会が示す予診票の標準様式の採用を計画的に進めるなど、様式

の標準化に努めるものとする。 

 

第６の２ Ｂ類接種に係る予診票並びに接種当日持参する書類等 

１ Ｂ類接種において、住所地市町村は、予診票を作成し、その他の必要書類とと

もにＢ類接種対象者に交付する。Ｂ類接種対象者は、住所地市町村から交付され

た予診票を医療機関に持参するが、本県の標準様式予診票を県ホームページから

ダウンロードするなどして医療機関が用意し、用いることもできる。Ｂ類接種対

象者は、健康保険証又は運転免許証等の現住所を確認できる本人確認書類及び

「高齢者広域接種受診票」を持参しない場合は、本事業による接種（費用助成）

を受けることができない。 

なお、負担軽減措置について、高齢者広域接種受診票にその記載がない場合や、

関係書類の提示等の当該受診票に記載された住所地市町村からの指示事項が遵

守されない場合、医療機関の窓口では負担軽減措置が適用されない通常料金が請

求される。 

２ 予診票は、当面、既存様式の使用を認めるが、岩手県及び県医師会が示す標準

様式予診票の使用を推奨する。 



 

 

第７ 広域的予防接種の実施に係る依頼 

本事業による定期予防接種の実施に係る住所地市町村長から協力医師への依頼は、

委託契約による依頼（以下「委託契約方式」という。）を基本とするが、県立病院等に

おいて委託契約方式を採らない場合は、依頼書による依頼（以下「依頼書方式」とい

う。）を行うこともできる。 

１ 委託契約方式 

(１) 通常の定期予防接種委託契約 

住所地市町村と医療機関又は郡市医師会等との間で定期予防接種に係る

委託契約を締結している場合、この契約により既に定期予防接種について住

所地市町村長から協力することを承諾した医師への依頼がなされており、こ

の契約が優先される。 

広域的予防接種については、これとは別に委託契約を締結する「委託契約

方式」を基本とする。 

また、従来は個別に委託契約を締結していた場合でも、必要に応じて本事

業による契約に切り替えることができる。 

なお、Ｂ類接種においては、自市町村内に所在する医療機関であっても内

容が同等である場合、次に示す広域的予防接種に係る一連の委託契約と一括

して契約できる。 

(２) 広域的予防接種委託契約 

ア 各市町村長と県医師会長との間で、毎年度、「岩手県広域的予防接種委

託契約書」（別紙様式３）により契約を締結する。 

県医師会長は、協力医師の代理人として集合契約を行う。なお、県医師

会長は、会員外の協力医師についても一括して集合契約の代理人となる。 

イ 県医師会長に各市町村長との委託契約を委任する協力医療機関（以下

「委託契約方式医療機関」という。）の代表者は、協力医師の本事業への承

諾を取りまとめ、県医師会長に「岩手県広域的予防接種承諾書兼委任状」

（別紙様式４－１、４－１の２又は４－１の３のいずれか。以下「委任状」

という。）を提出する。県外に所在する協力医療機関に係る承諾・委任等の

事務手続は、利用を見込む市町村から選定した連絡担当市町村と協力し、

県医療政策室が個別に調整する。 

なお、委任状の内容に変更がないと認められる場合は、契約期間にかか

わらず継続して有効なものとして取り扱うことができる。 

ウ 委託契約方式医療機関の代表者は、イの規定により届け出た委任状の内

容に変更が生じた場合は、県医師会長に「岩手県広域的予防接種協力医療

機関等変更届」（別紙様式４－２）を提出する。 

エ 委託契約方式医療機関の代表者は、本事業の実施に関する協力を辞退す



 

 

る場合は、県医師会長に「岩手県広域的予防接種辞退届」（別紙様式４－

３）を提出する。 

２ 依頼書方式 

(１) 依頼について 

本事業は、原則、委託契約により広域的予防接種の依頼を行う。ただし、

県医療局管下にある全ての県立病院等においては、対象者が持参する「広域

接種パスポート」又は「高齢者広域接種受診票」の提示をもって、定期予防

接種の広域的な実施に係る住所地市町村長から協力医師への依頼が明示さ

れたものとして取り扱う。 

(２) 協力医師の承諾取りまとめ等 

ア 県医療局は、毎年度、管下の県立病院等に所属する協力医師に係る本事

業への承諾を取りまとめ、県医療政策室に「岩手県広域的予防接種承諾書」

（別紙様式５－１）を提出する。 

イ 県医療局は、アの規定により届け出た内容に変更が生じた場合は、県医

療政策室に「岩手県広域的予防接種協力医療機関等変更届」（別紙様式５

－２）を提出する。 

ウ 県医療局は、管下の協力医師又は協力医療機関が本事業の実施に関する

協力を辞退する場合は、県医療政策室に「岩手県広域的予防接種辞退届」

（別紙様式５－３）を提出する。 

３ 広域的予防接種協力医療機関リスト 

県医師会は、毎年度、「岩手県広域的予防接種協力医療機関リスト」（別紙様式

６。以下「リスト」という。）を作成して各市町村長に提示することとし、年度中

途に協力医療機関の廃止や住所変更等があった場合は、各市町村長に随時通知す

る。なお、県立病院等に係るリストについては、県医療政策室が取りまとめ、県

医師会に情報提供する。 

 

第８ 接種料金及び請求金額 

１ 県内の委託契約方式医療機関においてＡ類疾病に係る広域的予防接種を実施

した際の接種料金は、原則、第７の１(１)に示した通常の定期予防接種委託料と

同額とする。 

Ｂ類疾病に係る広域的予防接種については、当該医療機関の定める額とする。 

県外の協力医療機関における接種料金は、Ａ類Ｂ類とも当該医療機関の定める

額とする。 

なお、料金は個別接種料金とする。 

２ 県立病院等において広域的予防接種を実施した際の接種料金は、当該医療機関

の定める額とする。 



 

 

なお、料金は個別接種料金とする。 

３ 住所地市町村は、協力医療機関に支払う料金について、定額助成を含む負担上

限額を定めることができる。「予診のみ」実施の場合は料金を支払わない取扱い

とすることができる。 

また、対象者が医療機関の窓口で支払う自己負担額（定額又は差額の負担等）

について定めることができる。 

４ 協力医療機関が住所地市町村に請求する金額は、上記３に規定する住所地市町

村の負担上限額の範囲内とし、協力医療機関における接種料金が当該上限額を上

回る場合、協力医療機関は、差額を窓口で被接種者に請求する。 

なお、住所地市町村が対象者の自己負担額を定めている場合で、自己負担額と

市町村負担上限額の合計が接種料金に対し不足するときは、協力医療機関は、被

接種者に請求すべき差額を算出し、窓口で請求する。 

また、協力医療機関は、市町村が負担軽減措置を定め、対象者がこれに該当し

ている場合、このことを考慮して、窓口での請求額を確定する。 

なお、住所地市町村が接種の実施期間を定めている場合、その期間以外の期間

は公費の接種費用助成対象とならず、原則、全額自己負担となる。 

５ 広域的予防接種料金表及び自己負担・公費負担（一覧表） 

(１) 市町村は、毎年度、上記１及び３で規定した接種料金及び公費負担額又は

自己負担額等について「岩手県広域的予防接種料金表（市町村用）」（別紙様

式７－１）、「負担上限額表（Ａ類疾病）」（別紙様式７－１ 別紙１）並びに

「自己負担・公費負担表（Ｂ類疾病）」（別紙様式７－１ 別紙２）を作成し、

県医師会へ提出する。 

(２) 県医療局は、毎年度、上記２で規定した接種料金等について「岩手県広域

的予防接種料金表」（別紙様式７－２）を作成し、県医療政策室へ提出する。 

(３) 県医師会は、県医療政策室と協力して、毎年度、各市町村の「広域的予防

接種料金表」、「負担上限額表」及び「自己負担・公費負担表」を取りまとめ

の上、「岩手県広域的予防接種料金一覧表」（別紙様式８）、「負担上限額一覧

表（Ａ類疾病）」（別紙様式９－１）及び「自己負担・公費負担等一覧表（Ｂ

類疾病）」（別紙様式９－２）を作成し、各協力医療機関、各市町村及び県医

療政策室に提示する。なお、県立病院等が定める広域的予防接種料金は県医

療局が取りまとめ、県医療政策室を通じて県医師会に情報提供する。 

６ 年度途中での接種料金及び負担上限額の変更は、原則として認めない。 

 

第９ 報告・請求、支払事務 

１ 請求事務 

協力医療機関は、Ａ類疾病の場合「岩手県広域予防接種実施報告書兼請求書」



 

 

（別紙様式10）と予診票、Ｂ類疾病の場合は同（別紙様式10の２）と予診票に加

え、高齢者広域接種受診票（別紙様式２の２又は同２の３）及び対象者が個別に

指示される関係書類を添えて本事業を実施した月ごとに取りまとめ、対象者の住

所地市町村長が別途定める日までに住所地市町村長に直接、料金を請求する。 

なお、請求金額は、第８に定めるところによる。 

２ 支払事務 

住所地市町村長は、請求書を審査の上、適正と認めた場合は、請求書を受理し

た日から起算して30日以内に協力医療機関に対し料金を支払う。 

３ その他 

本項１及び２について、協力医療機関と当該市町村との間で別途、事務手続に

係る取決めがなされている場合は、この限りではない。 

 

第10 周知等 

本事業について、市町村は地域住民及び管内協力医療機関への周知を図り、県及び

県医師会はホームページや予防接種週間等の機会を利用するなど、県民に対して情報

提供を行う。 

 

第11 健康被害への対応 

本事業による予防接種後に健康被害が発生した場合は、予防接種法の規定に基づき、

住所地市町村長が対応する。 

 

第12 個人情報の保護 

事業の実施に関係する者は、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を

侵害することのないよう、その取扱いに注意する。 

 

第13 その他 

この要領に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、各市町村、県医師

会、県医療局及び必要な関係者が協議して定めるものとし、県が調整に当たるものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

附 則 

  この要領は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要領は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 


